
 平成２７年度の収支見通しと財源対策 

 約４００億円の財源不足 

【Ｈ16.11月時点】 

【徹底した行財政改革による財源不足額の圧縮】 

 ○職員数の削減 

 ○公の施設の見直し、指定管理者制度の導入 

 ○厳しいマイナスシーリングによる事務事業の見直し 

 ○公債費負担の軽減・平準化 など 

【国への働きかけによる地方税財政制度見直しの実現】 

 ○地方税の偏在是正、地方交付税の充実・確保 

   ・地方法人特別税等の創設、交付税別枠加算 

   ・法人住民税法人税割の一部交付税原資化及び交付税 

     特別会計への直接繰入れ 

 ○北陸新幹線整備に係る地方負担の軽減 

  ・国の制度改正による新幹線貸付料の活用、新幹線事業 

    債への地方交付税措置の拡充等 

  H17予算編成後   約231億円 

  H18   〃    約180億円 

  H19   〃    約165億円 

  H20   〃    約140億円 

  H21   〃    約120億円 

  H22   〃    約100億円 

  H23   〃     約80億円 

  H24   〃     約65億円 

  H25予算編成時    約45億円 

     →約105億円 →約43億円 

  H26予算編成後    約28億円 

 中期見通し［H26.11月時点］ 
 約５８億円の財源不足（一般財源ベース） 
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各年度予算編成後の財源不足額 

H26 約28億円 

2/6仮版 

約１５億円 
の構造的財源不足 

【最終的な財源対策】           

 ○ 職員給与の臨時的減額  約６．５億円    

 ○ 退職手当債の発行    約８．５億円    

 
＜歳入＞ 

○一般財源総額の増         約＋２４億円 
 ・県税(実質税収)､地方法人特別譲与税の増  約＋54億円 

 ・地方交付税の増 約＋18億円、臨時財政対策債の減 約△48億円 

 

 

 

○その他の財源の確保        約 ＋２億円 

＜歳出＞ 

○とやまの未来創生戦略の推進    約＋１２億円 

○事務事業の見直し等          約△２３億円 
 ・マイナスシーリング、事業の重点化・効率化、定員適正化 

  計画の実績増、新たな定員管理計画の策定などによるもの 

○Ｈ26国補正予算（地方創生先行型交付金）を活用 
 したＨ26県2月補正への事業前倒し  約△ ６億円 

 
 
 
 

 国への働きかけの結果、地方財政対策において、「まち・ひと・しご
と創生事業費」の創設（1兆円、うち1,000億円は地方法人税創設に
伴う偏在是正効果）などにより、対前年度比1.2兆円増の一般財源総
額が確保されたことに伴うもの 

11月以降の主な変動要素 

 
【その他の財源不足圧縮要素】 
 社会保障関係費の減  ▲ ７億円（介護報酬の見直し） 
 ２月補正予算への前倒し▲～９億円（地方創生交付金先行型） 
 企業局貸付金の償還  ▲２０億円 
【財源不足増加要素】 
 人件費の増加     ＋１２億円（退職者数の増加等） 
 一般行政経費の増   ＋○○億円 

 
 
 
 
 

資料２ 

・マイナスシーリングによる縮減    約△13.3億円 
・指定管理者制度           約△ 0.3億円 
・事務事業の見直し（上記以外）    約△ 0.3億円 
・定員適正化計画の実績増（△25人）等 約△ 1.3億円 
・新たな定員管理計画（H27△20人）   約△ 0.8億円 
・介護保険事業計画の見直し等による減 約△ 7.0億円  

未利用地の売却 1.8億円 

公表資料には、吹き出しなし 



◎平成２７年度当初予算における構造的財源不足対策

項　　目 金　額 内　　　　　訳

歳
出

職員給与の臨時的減
額

約６．５億円

《特別職》
　　知事△16%、副知事等△11%

《一般職》
・富山市内勤務
　　部長級△4%、次長級～課長級△3%、管理職以外△1%
・上記以外勤務
　　部長級△3%、次長級～課長級△2%、管理職以外　－

歳
入

県債の発行 約８．５億円 ・退職手当債　　　　  ８．５億円

約１５億円合        計

地域手当
の凍結分
1%含む 

約１５億円の構造的財源不足対策の内訳 


